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　韓国政府は 19 9 2年にז山ߓを東北アジア地域のϋブߓ湾としてҭ成すべく、その開発・整備の方޲
を示した中長期ߓ湾計画を策定した。さらに、2000年代初頭には、著しい経済成長がଓく中国発ணの
トランシップ（積ସ）՟物の༠致や՟物ध要の૑出のため、ߓ湾背後地に広大な物流ஂ地を自༝貿易地
域としてࢦ定し、物流関連施設が立地しやすい環ڥの整備を行ってきた。こうした取組みがޭを૗し、
2014年、ז山ߓのコンテナ取ѻ量は 18,680ઍ TEU と世界 6Ґの規模となり、トランシップ՟物取ѻ཰
（2014）は 50.5ˋとシンガポール（84ˋ）と߳（ˋ61）ߓに࣍ぐ 3Ґになるなど（1）、ז山ߓは東北アジ
アのトランシップ・ϋブとしての地Ґを֬立している。しかし、ז山発展研究院（2）が分析したߓ湾背
後物流ஂ地のڝ争力ධՁによれば、ז山ߓのڝ争力は、シンガポールߓや߳ߓߓ、上海ߓなどのڝ争ߓ
湾に比べて௿い水४であるとࢦఠされている。
　このようなධՁ結果を踏まえ、本研究では、韓国のߓ湾背後物流ஂ地、特にߓ湾の自༝貿易地域（Fr e e  
Tr a d e  Z o n e :  FTZ ）にண目し、韓国のߓ湾政策におけるҐ置෇けや制度の導入背景および目的について考
察したうえ、ז山新ߓにおける自༝貿易地域の整備状況や外資系企業の投資状況、ロジスティクス・ビ
ジネス環ڥなどについて分析するとともに、自༝貿易地域におけるロジスティクス・ビジネス上の課題
をચい出し、そのվ善策を検討する。
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2.�1ɹؖ国におけるߓ࿷੔උܭըとઓུ
　韓国では、19 60年代半ばから輸出主導ܕ工業化政策をਪ進してきた。こうした経済政策がޭを૗し
て 19 77年には輸出ֹが初めて 100億ドルを達成した。19 80年代半ばからは貿易収ࢧがࣈࠇにస換され
るなど、19 80年代だけで輸出ֹの年平均成長཰は 15.2ˋを記࿥した。しかし、この時期の韓国では、
湾施設がなく、ຫ性ߓしておらず、増加する՟物に対ॲできるࡏ湾の整備に関する総合的な計画が存ߓ
的な施設不足が大きな課題となっていた。
　こうした状況を踏まえて韓国政府は、19 9 1年にߓ湾の計画的な整備をਪ進するため「ߓ湾法」のվ
正を行い、それをࠜڌに 19 9 2年には韓国初となる総合的な計画として「第 湾基本計画（19ߓ全国࣍1 9 2
～2001）」を策定した。1࣍基本計画は、貿易՟物の急速な増加に対応するためにߓ湾施設の拡ॆに重
点を置き、不足するߓ湾施設の量的拡大をਪ進してきた（3）。その結果、計画策定前の 19 9 1年には
24,837万トンであったߓ湾ՙ役能力が計画終ྃ年度である 2001年には 1.9 ഒ増加の 46,9 59 万トンにま
で拡大した。
　2000年代に入ると、東アジア経済の拡大に伴うトランシップ՟物のध要が増加してきた。これを受け、
「第 湾を国家の経済成長ΤンジンとしてҐ置づけ、地理ߓ、湾基本計画（2002～2011）」ではߓ全国࣍2
的な利点を活かした෇加Ձ஋૑出ܕのϋブߓ湾ҭ成に焦点が当てられた（4）。2࣍基本計画が実施された
ཌ年の 2003年には、政府主導のϋブߓ湾戦略を具現化するために、ז山ߓと光陽ߓを東北アジアのϋ
ブߓ湾としてҭ成するという内容が੝りࠐまれた「東北亜物流中心ਪ進ロードマップ」（以下、ロード
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図 2ô1　物流中心地化戦略のビジϣン

出య：東北亜経済中心ਪ進ҕ員会（2003）「東北亜物流中心ਪ進ロードマップ」、p . 50。
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2.�2ɹࣗ༝๵қ地域੍度のಋೖഎܠと変遷
　韓国政府は、工業化による成長の過程で不足する製造業の財源を֬保するため（6）、外国企業からの投
資を積ۃ的に༠致することを目的として 19 70年 1月に「輸出自༝地域設置法」を制定した。この法律
によって導入された輸出自༝地域は、輸出を目的とする製造業の生産活動をࢧ援するため、原ࡐ料の輸
入や加工、再輸出などに対して関੫法や外՟管理法などの一部を؇和した保੫区域の性֨を持っていた。
馬山（19 70）とӹ山（19 73）が韓国初の輸出自༝地域としてࢦ定・運営されてきた。入ډ企業に対して
は輸出手ଓきの簡ૉ化などの༏۰ા置が講じられていた。
　さらに 2000年になると、空ߓやߓ湾の背後地域を国際的な物流ڌ点としてҭ成することを目的とし
て韓国政府は「国際物流基地ҭ成のための関੫自༝地域のࢦ定及び運営に関する法律」（2000年 3月）
を制定した。これにより 2002年からז山ߓや光陽ߓ、仁川国際空ߓなどが関੫自༝地域としてࢦ定さ
れた。この地域の入ډ企業に対しては関੫や෇加Ձ஋੫の減໔という੫制༏۰ા置だけではなく、各छ
੫関手ଓきの簡ૉ化などछ々の༏۰ા置が講じられていた。
　東北アジアの物流中心国としての発展を目ࢦす韓国では、保੫地域制度を効果的かつ効཰的にࢦ定・
運用するため、2004年 6月に従来の輸出自༝地域制度と関੫自༝地域制度を一つの制度に統合するた

マップ）が発表された。ロードマップの特徴的な内容（図 2ô1）は、ߓ湾背後地を活用し、製品の組立
や流通加工を行うなど෇加Ձ஋૑出ܕのߓ湾開発が政策方਑として取り入れられたことである。それを
ਪ進するため、韓国政府はߓ湾背後地を自༝貿易地域としてࢦ定した。その地域は外資系企業などを༠
致し、産業クラスターの形成による՟物の૑出に取り組Ήなど従来の量的成長から質的成長へとパラダ
イムシフトを行った。෇加Ձ஋૑出ܕのߓ湾開発により 基本計画前（2001年）の࣍2 9 29 万 TEU だっ
たコンテナ取ѻ量が計画終ྃ年度（2011年）には 2.2ഒの 2,083万トンとඈ躍的に増加した。
　現ࡏ、ਪ進中の「第 基本計画と重なる形で実施して࣍湾基本計画（2011～2020）」は、2ߓ全国࣍3
おり、その主な内容は国家基װ産業の発展を図るためのߓ湾空間の開発を目標としている（5）。従来のߓ
湾は物流中心で開発が進められてきたが、今後は物流をؚΉレジャー施設や文化施設などとの調和を目
湾やその周辺地域ߓ、化するとともにڧしている。物流の面では、東北アジアのϋブとしての地Ґをࢦ
の産業特性を考ྀした特化ߓܕ湾開発に޲けた取組みを行っている。



図 2ô2　韓国における自༝貿易地域制度の変遷

出య：著者࡞成。
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2.�3ɹߓࢁזにおけるࣗ༝๵қ地域のҙٛ
　物流ܕ自༝貿易地域としてࢦ定・運用されているז山ߓは、主要な投資産業は物流業と製造業が中心
となっている。これまでז山ߓは、中国発ணのトランシップ՟物の༠致に主力し、北東アジアのトラン
シップ・ϋブとしての地Ґを֫得してきた。しかし、著しい経済成長を背景に中国が国内ߓ湾整備に力
を入れてきたことなどにより、東北アジアのϋブߓ湾をめぐる೼権争いがܹしさを増している中、ז山
は、従ߓ山זは安定的な՟物量を֬保することが重要な課題となっている。こうした状況を踏まえてߓ
来のトランシップ՟物中心のߓ湾戦略から高෇加Ձ஋な՟物૑出のߓ湾戦略へと大きく଩を切った。ߓ
湾政策のస換に伴い、ז山ߓに物流企業の༠致のため、自༝貿易地域としてࢦ定されたߓ湾背後物流ஂ
地を活用した積ۃ的なポートセールスを展開している。すなわち、ז山ߓにおける自༝貿易地域は、ト
ランジットや輸ૹはもちろΜのこと、高෇加Ձ஋物流サービスを提ڙすることによりז山ߓの安定的な
՟物量を֬保するための重要な૑՟地域としてҐ置෇けられている。

�ɽࢁז৽ߓʹ͓͚Δࣗ༝๵қ஍Ҭͷݱঢ়
3.�1ɹࣗ༝๵қ地域の։発状گ
山新ז定されているのはࢦに分かれており、この中で自༝貿易地域がߓ山新זとߓ山旧ז、はߓ山ז　
を中心として北コンテナ෈頭と南コンテナ෈ߓ山新ז、の自༝貿易地域はߓ山新ז。の背後地であるߓ
頭、۽東、西コンテナ෈頭の 4つの地区に分けて整備が進められている（図 3ô1）。このうち、北コン
テナ෈頭地区は 2005年から整備が始まり、2010年より 1,704ઍ m 2の用地がڅڙされ、物流倉ݿや事
務所などが入ډしૢ業を行っている。また、北コンテナ෈頭地区に隣接している۽東地区においても
2014年より 1段階事業の 2,487ઍ m 2の用地がڅڙされ、製造業や物流倉ݿなどが入ډしૢ業を行って
いる。両地区ともに企業の入ډ཰が高いため、余༟地も΄とΜどない。こうした状況を踏まえて韓国政
府は、新規入ډニーズに対応するために北コンテナ෈頭地区と۽東地区に総面積 1,642ઍ m 2の用地整
備を急いでいる。
　この他にも南コンテナ෈頭地区（1,442ઍ m 2）と西コンテナ෈頭地区（2,168ઍ m 2）も 2020年まで
のڅڙを目ࢦして用地の整備が急ϐッチで進められている。現ࡏਪ進されている背後ஂ地の整備がྃ׬
すれば、新たに総面積 5,252ઍ m 2の用地がڅڙされ、ז山ߓの自༝貿易地域は巨大な物流ܕ産業集積
が形成されることになる。すなわち、産業集積に伴う安定的な集ՙによりז山ߓは、国際ϋブߓ湾とし
ての֬固たる地Ґを֬立しつつある。

めに、「自༝貿易地域のࢦ定及び運営に関する法律」を制定し、新たに自༝貿易地域制度を導入するこ
ととなった。同制度では、従来の製造業が中心であった輸出自༝地域を産業ܕ自༝貿易地域とし、物流
企業が中心であった関੫自༝地域を物流ܕ自༝貿易地域として分ྨされ、౔地௞ି料や法人੫の減໔な
どといったछ々の༏۰ા置が講じられている。



出య：ז山ߓ湾公社提ڙ資料。

図 3ô1 ז山新ߓにおける自༝貿易地域の഑置図
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3.�2ɹࣗ༝๵қ地域へのೖډ状گ
定されているため、法ࢦの背後ஂ地は、自༝貿易地域であると同時に経済自༝区域としてもߓ山新ז　
人੫や関੫などの多༷な༏۰ા置が受けられることから外資系企業から高い関心を集めている。ז山新
用されたڙの背後ஂ地がߓ山新ז、への外国人直接投資ֹはߓ 2006年から持ଓ的に増加し、2015年末
までの外国人のྦྷ計投資ֹは 175.6ඦ万ドルに達した。事業者の入ډ状況について見ると、北コンテナ
෈頭地区には、2010年末時点で物流企業 30社とࢧ援施設 2社が入ډしૢ業を行っている。また、用地
開発が進Ή۽東地区においては、2012年から入ډ企業のื集が始まり、2014年 12月現ࡏで物流企業
23社、製造業 5社が入ډしૢ業を行っているなど、両地区を合わせて 2014年 12月現ࡏ 60社が入ډし
ている。また、2014年 10月ごろから入ډ企業のื集が始まった۽東地区の第 3期ื集においても物流
企業 9 社、製造業 1社が入ډ企業としてܾ定され、2015年半ば以降、ॱ࣍的にૢ業を開始していく予

表 3ô1　ז山新ߓの自༝貿易地域の開発状況（2015年末までの実੷）

計画面積
（ઍ m 2）

用面積（ઍڙ m 2）

用཰ڙ

北コンテナ෈頭背後ஂ地 2,226 1,704 76.5ˋ

1段階 1,704 1,704 100.0ˋ

2段階 522 ― ―

南コンテナ෈頭背後ஂ地 1,442 ― ―

ಎ背後ஂ地۽ 3,606 2,487 68.9 ˋ

1段階 2,487 2,487 100.0ˋ

2段階 1,120 ― ―

西コンテナ෈頭背後ஂ地 2,168 ― ―

1段階 468 ― ―

2段階 1,700 ― ―

合　　　計 9 ,443 4,19 1 44.4ˋ

注：ʠ―ʡは、ະڅڙである。
出య：ז山ߓ湾公社 H Pより著者࡞成。
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表 4ô1 ז山新ߓ自༝貿易地域におけるロジスティクス・ビジネス制度

区　分 主要内容

ે੫༏۰制度
ૈ੫減໔

ô法人੫、ొ࿥੫、資産੫等：3年間 100ˋ減໔、その以降 2年間は 50ˋ
減໔
ô関੫：໔আ（外国物品） 
ô෇加Ձ஋੫：θロ੫཰（国内物品及び FTZ 内の企業間取Ҿ）
ôその他の໔੫：自༝貿易地域法第 45৚により特別消費੫、交通੫、農ړ
村特別੫、教ҭ੫等が໔আされる。

௞ି料
ô月 482΢Υン/ᶷ（༏待௞ି料 月 321΢Υン/ᶷ）
ô期間：50年間

保੫保管等に
関する制度

非ॅډ者による
保੫՟物管理

ô非ॅډ者ݿࡏの管理が可能

੫関ਃ告手ଓき ô事業者間の物品Ҡ動やৡ౉、外国物品の使用・消費及び保守

出య：ז山・௟海経済自༝区域ி H P及び日本貿易振興機構 H Pより著者࡞成。
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4.�1ɹϩジスςΟクス・ビジネス੍度
　従来のז山ߓのロジスティクス・ビジネス・モデルは、国内外への輸ૹと、国外から運ばれてきた՟
物の一時的保管または積ସといった୯७࡞業が中心となっていた。2006年にז山新ߓの開ߓに伴い、
自༝貿易地域としてࢦ定された背後ஂ地のڅڙも本֨化されてきた。ז山ߓ湾公社は、高෇加Ձ஋物流
サービスを提ڙし、安定的な՟物量を֬保するために自༝貿易地域を活用した新たなロジスティクス・
ビジネス・モデルを提案し、ז山新ߓ自༝貿易地域のັ力を企業にアッϐールしてきた。このモデルは、
通関などの諸制度を؇和し関੫などを໔আすることで、世界各地から運ばれてきた原ࡐ料・部品をז山
新ߓの自༝貿易地域で組立・加工・保管・包૷などを行い、世界各地に輸ૹするというロジスティクス・
ビジネス・モデルである（7）。
　そのため、ז山新ߓの自༝貿易地域内では、通関などの諸制度に対する規制が大きく؇和されている。

表 3ô2 ז山新ߓ背後ஂ地の入ډ状況（2015年末までの実੷）

北コンテナ෈頭
背後ஂ地

ಎ背後ஂ地۽ 合計

物流業 30 32 62

製造業 ― 6 6

その他 2 ― 2

合計 32 38 70

注：1．۽ಎஂ地には、入ܾډ定企業 10社をؚΉ。
　　2．ʠ―ʡは、入ډ実੷がないものである。
出య：（社）ז山ߓ新ߓ背後ஂ地物流協会 H P及びז山ߓ湾公社 H Pより著者࡞成。

定である。
自༝貿易地域に投資した企業の国籍では、共同出資をؚめて日本企業がߓ山新ז　 30社以上に上って
おり、これにଓきに中国企業が約 12社、米国企業が約 7社のॱとなっている。このように地理的なҐ
置に加えて多༷な༏۰ા置が講じられている点から東アジア諸国からの投資が大半を઎めている。
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入ډ企業がൖ入する外国՟物に対しては関੫が໔আされるだけでなく、地域内の企業間取Ҿで発生する
෇加Ձ஋੫や特別消費੫などについてもθロ੫཰が適用されるなど（表 4ô1）、各छの੫制༏۰ા置が
講じられている。こうした੫制面での༏۰ા置は、外国企業の༠致において非常にັ力的な要ૉとなっ
ている。また、入ډ企業間の物品Ҡ動やৡ౉、外国物品の使用・消費および保守࡞業などに対する੫関
ਃ告手ଓきの簡ૉ化や非ॅډ者のݿࡏ管理が可能となっている。これらの制度により、ז山新ߓの自༝
貿易地域では、՟物の輸ૹや保管、積ସといった୯७࡞業のみならず、組立・加工・保管・包૷などの
高෇加Ձ஋なロジスティクス・ビジネスを可能にしている。

4.�2ɹߓ࿷ϩジスςΟクス・サービス
　2003年にロードマップが発表されて以来、韓国政府はז山新ߓをトランシップ・ϋブߓとしてҭ成
するため、ビジネス制度の整備とともにߓ湾ロジスティクス・サービスのڧ化にも力を注いできた。ߓ
湾ロジスティクス・サービスは、自༝貿易地域に入ډしている企業のみに提ڙされるサービスではない
が、それらの企業に対して利ศ性の高いߓ湾ロジスティクス・サービスを提ڙすることはז山新ߓへの
投資拡大はもちろΜのこと、高෇加Ձ஋՟物の増加にも重要である。こうした状況を踏まえてז山新ߓ
をؚΉז山ߓ全体では、ߓ湾利用者のߋなる利ศ性޲上を図るため、ήートオープン時間とߓ湾ՙ役時
間を 24時間化している。また、ߓ湾背後地へのアクセス性を高めるため、2009 年に往復 6～8車線の
第 1背後道࿏（23 k m ）を׬成させた。2017年には往復 4車線の第 2背後道࿏（15 k m ）も׬成される
予定である。また、コンテナ՟物のమ道輸ૹのためのమ道も整備されており、2010年にはז山新ߓ北線、
2013年にはז山新ߓ南線が開通するなど、ז山新ߓからߓ湾背後地へのアクセス性も大෯に޲上され
た。
　さらに、トランシップ・ϋブߓとして最も重要なフィーダーネットワークの整備においても積ۃ的に
取り組Μでおり、東南アジアや日本をؚΉ 210の近海フィーダーネットワークが整備されている。この
整備の結果として、ז山ߓ全体のトランシップ՟物取ѻ量は 2004年から 2015年までに年平均 7.0ˋの
成長཰を見せており、2015年度には 1,011万 TEU （トランシップ཰ 51.9 ˋ）と過去最高の取ѻ量を記
࿥した（8）。このようにߓ湾ロジスティクス・サービスのڧ化は、ז山新ߓ自༝貿易地域でのロジスティ
クス・ビジネスの効果を高める要因となっている。

表 4ô2 ߓ湾ロジスティクス・サービスの状況

区　分 主要内容

ൖ出入時間
ôコンテナધ利用：約 1～2日（2014年）
ôフェリー・R O R O ધ利用：約 6～7時間（2014年）

ՙ役及びήートオープン時間 ô24時間可 （363日） 

近海ߤ࿏数
（フィーダーネットワーク）

ô中国ߤ࿏ 43ߤ࿏
ô日本ߤ࿏ 71ߤ࿏
ôロシアߤ࿏ 11ߤ࿏
ô東南アジア 85ߤ࿏

背後へのアクセス性
ô背後アクセス道࿏（第 1・第 2背後道࿏）
ôమ道（ז山新ߓ北線（2010開通）、ז山新ߓ南線（2013開通））
ô金海国際空ߓ

フルコンテナધ寄ߓ回数
ô13,364回（2014年）
（うち、ô16 m 以深の大水深バースが必要なધഫの寄ߓ数 1,339 回）

出య：ז山ߓ湾公社 H P及び韓国੫関ி H P、国౔技術政策総合研究所編（2016）h 世界のコンテナધ動੩及び
コンテナ՟物流動分析（2015）ɦ などより著者࡞成。
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4.�3ɹࣗ༝๵қ地域におけるϩジスςΟクス・ビジネス্の՝୊
し、企業のロジステڙ湾ロジスティクス・サービスを提ߓ自༝貿易地域では各छ༏۰ા置やߓ山新ז　
ィクス・ビジネスをࢧ援してきた。その結果、2015年 12月基४で同地域への外国資本の༠致ֹは 1,131
億΢Υンとなった。このֹは、当初の目標ֹ 9 76億΢Υンを௒える金ֹで持ଓ的なビジネス環ڥ整備が
ޭを૗した結果であった。また、取ѻ՟物量は目標஋の 174万 TEU にはಧかなかったものの、目標達
成཰は 80.0ˋ（取ѻ実੷஋は 140万 TEU ）を記࿥するなど՟物૑出にも効果を発شした。
　しかしながら、ז山新ߓ自༝貿易地域でૢ業している企業へのヒアリング調査によれば、ロジスティ
クス・ビジネス上の課題もいくつかࢦఠされている。その 1つ目は、業務内容ごとに異なる行政機関へ
の手ଓきが必要になることである。自༝貿易地域にז山ߓ湾公社や੫関、ז山・௟海経済自༝区域ிな
ど༷々な行政機関が関わっているが、それらの機関は業務上の連携が΄とΜど行われていないため、業
務に必要な行政手ଓきが൥ࡶとなっている。2つ目の課題は、࡞業上の༷々な制限によるビジネス上の
利点が௿減している点が課題としてࢦఠされている。ז山ߓ湾公社が提案したロジスティクス・ビジネ
ス・モデルでは、෇加Ձ஋を高められる物流サービスの提ڙが可能であるとしている。しかし、事実上
は H Sコードが変ߋされるような組立や加工は、࡞業をするたびに別途の手ଓきが必要であり、組立や
加工のためにライン設備を整備することはې止されているなど、関੫法上の制限により୯७な物流サー
ビスしかできないという課題もある。さらに、ߓ湾ロジスティクス・サービスにおいても多くの物流企
業が入ډしているז山新ߓにはフィーダーߤ࿏がे分整備されていないため、ז山旧ߓまでの横持ち輸
ૹが発生し、物流コストを上昇させる一因となっている。この他にも入ډ後のサポート体制の不備など
も課題としてࢦఠされているなど、ז山新ߓ自༝貿易地域がよりັ力の高いロジスティクス・ビジネス
環ڥを入ډ企業に提ڙしていくためには、これらの課題のվ善が急務となっている。

�ɽ͓ΘΓʹ
　韓国政府は、19 9 0年代からז山ߓを東北アジアのϋブߓ湾としてҭ成すべく、ߓ湾整備に積ۃ的に
取り組Μできた。2000年代には、著しい経済成長がଓく中国や日本などからの՟物の༠致や՟物ध要
の૑出のため、ߓ湾背後地を自༝貿易地域としてࢦ定し、物流関連施設が立地しやすい環ڥの整備を行
ってきた。その結果がޭを૗し、70社の外資系企業がז山新ߓ自༝貿易地域でロジスティクス・ビジ
ネスを行い、年間 100万 TEU 以上の՟物を૑出している。しかし、ז山ߓの企業༠致政策は、自༝貿
易地域への企業༠致だけに目を޲けてきたあまりに、入ډ企業へのサポートがे分に行き౉っていない
という問題を๊えている。ז山ߓが東北アジアのトランシップ・ϋブとしての地Ґを֬固たるものにす
るためには、入ډ企業のロジスティクス・ビジネスがԁ׈に行われるようなサポート体制の整備が必要
である。
　例えば、ז山新ߓ自༝貿易地域には、ז山・௟海経済自༝区域ிやז山ߓ湾公社などの多数の行政機
関がかかわっており、各行政機関はಠ自に入ډ企業に対応している。そのため、事業内容ごとにෳ数の
行政手ଓきをしなければならないのが現状である。こうした手間をなくし入ډ企業のロジスティクス・
ビジネスをԁ׈化させるためには、各機関が提ڙする行政サービスを一元的に提ڙする体制の整備が必
要である。また、ז山新ߓ自༝貿易地域に入ډしている企業が෇加Ձ஋の高い物流サービスが提ڙでき
るように H Sコードの変ߋを伴う組立࡞業の際の੫関手ଓきの簡ૉ化や自༝貿易地域の管理機関からの
情報の提ڙも入ډ企業へのࢧ援策として必要であろう。さらに、現ࡏは基ߤװ࿏と離れているフィーダ
ーߤ࿏をז山新ߓにҠసさせ、横持ち輸ૹで発生している輸ૹコストの࡟減にも一助できるようにして
いかなければならない。すなわち、企業༠致のみならず、入ډ後の企業サポートもז山新ߓ自༝貿易地
域への投資をଅ進する重要な要因となる。今後もז山ߓが東北アジアのトランシップ・ϋブとしての地
Ґをҡ持していくためには、よりັ力あるビジネス環ڥを૑出していくことが必要である。
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